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In this research, we develop the revised questionnaire measuring three cognitive 
aspects of elementary school children that helps to understand learners’ cognitive 
states and evaluate the effect of learning support program at Niko-Niko Room. It was 
consisted of three scales which are important for conducting learning support 
approaching from cognitive counseling: A scale for beliefs about learning 
mathematics, mathematical self-efficacy, and learning strategies on learning 
mathematics. 261 elementary school children in the 4―6th grades participated in our 
research. Results of factor analyses for each scale show that (a) the scale for 
children’s beliefs about learning was a four-factor structure, (b) the scale for 
children’s mathematical self-efficacy was consisted of a single factor, and (c) the scale 
for children’s learning strategy of mathematics was also a one-factor structure. After 
that, we proposed the “Revised edition mathematical questionnaire”, measuring the 
children’s beliefs about learning, self-efficacy, and learning strategies especially in 
mathematical support. This will be contributed evaluating about Niko-Niko-Room’s 
learning support program. 
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問題と目的 
 
 広島大学大学院教育学研究科附属教育実践総合
センター開設の学校心理教育支援室「にこにこル
ーム」では，認知カウンセリングによる学習支援
プログラム (以下，「本プログラム」) を実施して
いる。認知カウンセリングとは，学習者の認知的
な問題を扱う実践的研究活動である (市川，1993，
1998)。本プログラムでは，初等教育教員養成課
程に在学する大学生が，算数の学習に困難を感じ
ている小学校 4―6 年生を主な対象として，毎週 1
回 1 時間程度，約 12 回にわたり認知カウンセリ
ングによる個別の学習支援を行っている。本プロ
グラムの実施を通して，本プログラムに参加する
小学生に対する学習支援サービスの効果と，学習
支援員として学習支援を行う大学生の力量形成に
関する効果が期待されている (e.g., 児玉・岡・小
島，2016)。本稿では，特に小学生に対する学習
支援の評価に関して，学習者の認知的な状態やそ
の変化をより適切に測定できるよう改良した質問
紙の提案を目指す。 
認知カウンセリングによる学習支援の目標は
「自立した学習者の育成」である (市川，1993)。
学習者の「自立」とは，単に独学ができるという
ことではなく，例えば「学習の意義を知っている」，
「分かっていること，分かっていないことが自分
で分かる」，「学習すべきこと，そうでないことの
判断ができる」，「自分に適した学習の方法を知っ
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ている」といった状態を指す (市川，1993，1998)。
これらの「学習者として自立した」状態は，自己
調整学習を上手く循環させている状態とも共通す
る。自己調整学習とは，学習者自身が自らの学習
を調整しながら能動的に学習目標の達成に向かう
一連の学習プロセスを指す  (Zimmerman & 
Schunk, 2011 塚野・伊藤訳 2014)。自己調整学
習の先行研究によれば，自己調整的な学習の遂行
には適切な学習方略の使用が非常に重要である 
(e.g., Ning & Downing, 2012; Pintrich & De 
Groot, 1990)。学習方略とは，学習の効果を高め
ることを目指して意図的に行う心的操作あるいは
活動と定義される (辰野，1997)。そのような学習
方略の使用の程度は，自己効力感 (Pintrich & De 
Groot, 1990) や，学習の成立に関して学習者が抱
く信念である学習観 (市川・堀野・久保，1998) な
どの要因によって規定されることが明らかになっ
ている。 
したがって，認知カウンセリングにおける学習
支援では，適応的な学習方略や学習観を習得でき
るよう，学習者の認知的状態を適切に評価し，学
習者自身がどのような学習観に基づいてどのよう
な方略を選択しているのか，自らの認知過程への
自覚を促す必要がある。本プログラムにおける学
習支援でも，「ある公式を覚えているか」，「答えが
合っているか」といった表面的な問題のみに囚わ
れず，個々のつまずきの例から「なぜその解答に
至ったのか」，「どのような方法で学習しているの
か」，「どのような学習が効果的だと思っているの
か」といった行動の背景にある認知過程に焦点を
当て，学習者自身が有する学習観への気付きを促
していく。そのため，毎回の学習支援やプログラ
ムの評価を行う際には，テストの得点等のパフォ
ーマンスだけでなく，行動の背景にある学習者の
認知過程の変容に着目する必要がある。 
本プログラムでは，学習支援中の行動観察や質
問紙調査，認知カウンセリングで提唱されている
様々な支援技法 (市川，1993) 等を活用すること
で，学習者の持つ学習方略や学習観，自己効力感
といった認知的側面の評価を試みてきた (e.g., 
福屋・岡・森田，2015；柏原・岡・宮谷，2016；
小澤・岡・湯澤，2016)。そのような本プログラ
ムの評価ツールの 1 つに，小島・岡・児玉・深田 
(2010) が開発した質問紙調査である「算数アンケ
ート」がある。 
「算数アンケート」は，学習者が抱く学習観と，
個人がある状況で必要な行動を効果的に遂行でき
る可能性の認知である自己効力感  (Bandura, 
1977) という 2 側面について検討可能な質問紙で
ある (小島他，2010)。従来の活動では，プログラ
ム実施前後に小島他 (2010) の「算数アンケート」
への回答を求め，小学生に対する本プログラムの
効果を検討してきた (e.g., 小島・岡・児玉，2015；
児玉他，2016)。 
組織的な活動である本プログラムにおいて，学
生のアセスメントの力量に関わらず児童の認知的
活動を定量的に測定できる質問紙調査は非常に有
用である。小島他 (2010) の質問紙は，支援者の
力量に依存せずに自己効力感や学習観を把握する
ことができる上に，支援時間が限られている本プ
ログラム内で実施しやすいよう分量が抑えられて
おり，児童に過度な負担をかけずに実施可能であ
るという点で優れている。 
小島他 (2010) の「算数アンケート」は，上記
のように実用的である一方で，次の 3 つの問題点
がある。第一に，小島他 (2010) では，学習観因
子，自己効力感因子ともに因子数の決定時に因子
が抽出されず，どちらも少ない項目で構成された
1 因子構造として捉えているという点である。特
に学習観については，いくつかの立場が存在する
ものの，複数の下位尺度を有する概念であること
が想定されている。例えば市川 (1995) は学習観
を「どのような学習が効果的かに関する信念」と
捉え，「失敗に対する柔軟性」，「思考過程の重視」，
「方略志向」，「意味理解志向」という 4 つの因子
から包括的に検討している。したがって，学習観
の下位因子別に学習者の状態を評価できるよう，
学習観尺度の再検討が必要だろう。他方，自己効
力感に関しても，特定の課題固有の自己効力感と，
個々の課題や状況に依存しない特性的自己効力感
とは区別して検討されている (e.g., 松沼，2004；
三宅，2000)。したがって，本プログラムにおい
て児童の自己効力感を評価する際にも，「算数アン
ケート」の項目内容を整理し，どのような種類の
自己効力感を測定しているのかを明らかにした上
で言及するべきである。これらの知見を踏まえる
と，小島他 (2010) で測定していた学習観や自己
効力感は，それぞれの概念を包括的に測定するも
のとして十分ではなかった可能性が考えられる。 
第二に，小島他 (2010) で扱った調査対象者の
偏りに関する点である。小島他 (2010) では，質
問紙の因子構造を検討する際に，本プログラムに
過去に参加した小学生の回答を用いていた。本プ
ログラムに参加する小学生は，特に算数が苦手だ
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ったり，本人または保護者が苦手を解消する動機
を既に持っていたりする児童に偏っていると考え
られる。したがって，様々な児童が存在する公立
小学校に通う小学生を対象にすることで，小学生
全体に般化して適用できるより適切な尺度を作成
する必要がある。 
第三に，小島他 (2010) で分析対象としていた
データにおける，重複データの扱いとサンプルサ
イズの小ささという点が挙げられる。本プログラ
ムは 1 年間に前期と後期の計 2 回開講されており，
継続参加が可能である。小島他 (2010) では，平
成 20 年度後期または平成 21 年度前期に本プログ
ラムに参加した小学生 29 名からプログラム実施
前後に得た各データについて，一定以上のサンプ
ルサイズを確保するため，同一人物のデータか否
かを区別せずに因子分析を行っていた。本プログ
ラムへの参加回数や時期の影響を統制し，十分な
サンプルサイズを確保した上で因子構造の再検討
を行う必要があるだろう。 
 以上より，本研究では，小島他 (2010) の質問
紙を踏まえ，小学 4―6 年生の算数学習について，
自己効力感や学習観といった学習者の認知面を評
価する尺度とその因子構造を再検討し，「改訂版算
数アンケート」を作成することを目的とする。そ
の際，本プログラムの評価に役立てるため，学習
者の主観的な学習方略の使用頻度について測定す
る学習方略尺度も質問紙に追加する。そして，本
プログラムにおける学習支援の効果をより適切に
評価可能な，改訂版質問紙の提案を目指す。 
 
方 法 
 
調査協力者 
 東広島市の公立小学校1校の小学4―6年生280
名であった。このうち，欠損があったデータを除
外し，全ての項目に回答した 261 名 (4 年生 98
名，5 年生 94 名，6 年生 69 名；男児 141 名，女
児 120 名) を分析対象とした。 
質問紙の構成 
 算数に関する学習観，算数に対する自己効力感，
算数学習で用いる学習方略に関する計 3 つの尺度
で質問紙を構成した。いずれの項目も，小学 4 年
生までに学習する漢字のみ漢字で表記した。ただ
し，小学 4 年生で学習する漢字についてはルビを
振り，内容理解に支障が出ないよう配慮した。 
算数に関する学習観尺度 市川 (1995) の「失
敗に対する柔軟性―落胆傾向」，「思考過程重視志
向―結果重視志向」，「方略志向―練習量志向」，「意
味理解志向―丸暗記志向」の 4 因子を想定した学
習観尺度 24 項目を一部改変して用いた。算数の
勉強に関して各項目がどの程度当てはまるかを，
4 件法 (「1：まったくあてはまらない」―「4：
よくあてはまる」) で回答するよう求めた。 
算数に対する自己効力感尺度 松沼 (2004) の
算数自己効力感尺度 8 項目を用いた。教示として，
算数の勉強に関して各項目がどの程度当てはまる
かを，4 件法 (「1：まったくあてはまらない」―
「4：よくあてはまる」) で回答するよう求めた。 
算数学習方略尺度 佐藤・新井 (1998)，押尾 
(2017) を基に，認知的方略に関する 4 項目 (内訳
として，リハーサル方略 2 項目，精緻化方略 1 項
目，体制化方略 1 項目)，メタ認知的方略に関する
3 項目を作成した。算数の勉強をする時に各項目
が示す方略をどの程度使うかを，4 件法 (「1：ま
ったく使わない」―「4：よく使う」) で回答する
よう求めた。 
手続きと倫理的配慮 
 質問紙は無記名方式で，研究実施者の指示のも
と学級ごとに実施された。なお，調査の実施に際
し，研究内容と手続き，および個人情報保護の徹
底等の倫理的配慮の説明を行った上で，学校長か
ら署名による研究協力への同意を得た。 
データの分析 
 分析ソフトウェアとして，フリーの統計分析プ
ログラムである HAD (清水，2016) を用いた。 
 
結  果 
 
データの処理 
得られた回答について，1 を 1 点，4 を 4 点と
して得点化した。ただし，逆転項目については 4
を 1 点，1 を 4 点とし，値が大きいほどその項目
の回答がポジティブであることを示すように処理
した。各尺度について，それぞれの項目の平均値
と標準偏差を算出した。得点分布を確認したとこ
ろ，いくつかの項目で天井効果が確認された。 
本研究では，低年齢の調査対象者に対する評定尺
度を作成する際には評定カテゴリーに用いる語の
理解が成人と比べ未分化であることに留意するべ
きである (織田，1970) という点を踏まえ，全て
の回答で宮下 (1998) が推奨する 4 件法を採用し
ていた。しかしながら，回答が正規分布に従うと
いう前提が成立しなかったため，これ以降の分析
ではカテゴリカルデータとして処理した。 
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因子構造と信頼性の検討 
3 種類の尺度について，それぞれ因子分析を行
った。なお，因子抽出にはポリコリック相関行列
を用いた重みつき最小二乗法を，因子軸の回転方
法にはプロマックス回転を用いた。 
算数に関する学習観尺度 学習観尺度 24 項目
について，因子分析を実施した。平行分析の結果
から 4 因子を抽出した。因子負荷量が.40 未満，
または多重負荷している項目を除外し，最終的に
得られた因子パターンの結果を Table 1 に示す。
市川 (1995) を踏まえて，第 1 因子を「意味理解
重視志向」，第 2 因子を「方略志向」，第 3 因子を
「思考過程重視志向」，第 4 因子を「失敗活用志
向」と命名した。 
 各因子の信頼性を検討するために，α 係数を
算出した。その結果，意味理解重視志向では α 
= .86，方略志向は α = .76，思考過程重視志向は α 
= .75，失敗活用志向は α = .64 であった。以上よ
り，各因子において許容できる内的一貫性が確認
された。 
 
 
Table 1 
算数に関する学習観尺度の各項目内容および因子分析の結果 
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 算数に対する自己効力感尺度 算数自己効力
感尺度 8 項目について，松沼 (2004) が提唱する
1 因子構造が本研究でも確認されるか調べるため
に，探索的因子分析を行った。平行分析の結果か
ら 1 因子を抽出した。各項目について，因子負荷
量が.40 以上であることを採択基準としたが，基
準に抵触する項目はなかった。結果を Table 2 に
示す。これらの項目は，算数領域に一般化された
特性的な算数自己効力感だと考えられた。 
信頼性を検討するために α係数を算出したとこ
ろ，α = .94 であった。以上より，因子内で十分な
内的一貫性が確認された。 
算数学習方略尺度 本研究で作成した学習方
略尺度 7 項目について，探索的因子分析を実施し
た。平行分析の結果から 1 因子を抽出した。全て
の項目の因子負荷量は.40 以上であった。得られ
た結果を Table 3 に示す。 
信頼性を検討するために α係数を算出したとこ
ろ，α = .83 であった。以上より，因子内で十分な
内的一貫性が確認された。 
因子ごとの記述統計量と相関分析 
続いて，調査で用いた各尺度の平均得点および各
尺度間の相関を算出した。なお，相関係数の算出
にはポリコリック相関係数を用いた。結果を
Table 4 に示す。Table 4 より，算数に関する学習
観尺度の各因子と，自己効力感尺度，学習方略尺
度の間にいずれも有意な正の相関 (.23―.67) が
あった。特に，意味理解重視志向および方略志向
と学習方略の使用頻度の間に，それぞれ高い正の
相関が見られた。 
 
Table 2 
算数に対する自己効力感尺度の各項目内容および因子分析の結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 3 
算数学習方略尺度の各項目内容および因子分析の結果 
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Table 4 
算数に関する学習観尺度と自己効力感尺度，算数学習方略尺度の平均値と標準偏差， 
Cronbach の α係数および尺度間の相関係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
考 察 
 
 本研究では，小学生の学習観，自己効力感，学
習方略使用の程度についてそれぞれ評価し，認知
カウンセリングによる学習支援を実施している本
プログラムの評価に役立てられるように，小島他 
(2010) の質問紙を発展させた「改訂版算数アンケ
ート」を作成することを目指した。 
本研究では，公立小学校の 4―6 年生を調査対
象としていた。これは，小島他 (2010) の限界点
として挙げていた，サンプルサイズの小ささ，回
答者の重複による本プログラムへの参加回数や時
期の影響，サンプリングバイアスといった問題点
を解決するためであった。多様な学習状況の児童
から回答を得て，十分なサンプルサイズを確保で
きたことで，より信頼できる小学生の算数学習に
対する認知面の評価ツールを作成できたと言える。 
結果より，小学生の算数に関する学習観，自己
効力感，学習方略使用の程度について，尺度の信
頼性および妥当性を確認できた。まず，学習観に
ついて，市川 (1995) を参考にした 19 項目から
成る 4 因子構造の学習観尺度が得られた。本プロ
グラムの評価において，学習観の下位尺度を質問
紙でそれぞれ測定可能になったことで，本プログ
ラムに参加する児童がどのような学習観を持って
おり学習支援でどのように変化したかをより適切
に評価できるようになったと言える。 
本研究では，市川 (1995) と同様に，4 つの下
位尺度が見出された。すなわち，意味や知識の関
連付けが大切であると考える「意味理解重視志向」，
勉強するときのやり方によって効果が違ってくる
ことを重視する「方略志向」，ただ答えが出るだけ
ではなく解き方まできちんと理解することが算数
の勉強であると考える「思考過程重視志向」，そし
て，失敗を自らの知識や技能に対する重要な情報
を提供するものと捉え，失敗しながら多くのこと
を学ぶことが重要であると考える「失敗活用志向」
の 4 つである (堀野・市川・奈須，1990；市川，
1995；市川他，2009)。植阪・瀬尾・市川 (2006) 
は，学習観の下位尺度を認知主義的学習観と非認
知主義的学習観という 2 つの上位概念にまとめら
れる可能性を示唆している。本研究で得られた 4
因子は，いずれも認知主義的学習観の強さを反映
している。認知主義的学習観とは，効果的な学習
には意識的な認知処理が重要だと考える信念であ
り，非認知主義的学習観とは，内的な認知処理よ
りも量や環境を重視する信念であるという (植阪
他，2006)。意識的な認知的処理が重要だと考え
る認知主義的な学習観を持つことが適応的な学習
行動と関連する可能性が示唆されていることを踏
まえると (植阪他，2006)，本研究の 4 つの学習観
の下位尺度得点と，自己効力感や学習方略使用頻
度の尺度得点との間に有意な正の相関があったこ
とからも，本研究で作成した学習観尺度の項目は
妥当であったと考えられる。 
次に，自己効力感について，松沼 (2004) の算
数自己効力感尺度の十分な内的一貫性を確認する
ことができた。これは，小学生が入学以降蓄積し
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てきた算数の学習に対する特性的な自己効力感を
測定するものであると考えられる。松沼 (2004) 
は，自己調整学習は直接テスト成績に効果を及ぼ
すというよりも，自己効力感を介してテスト成績
に至ることを示唆している。松沼 (2004) によれ
ば，自己調整学習の遂行頻度が高い学習者は算数
領域にかかる特性的な自己効力感が高く，特性的
な自己効力感が高い学習者は課題や場面固有の自
己効力感も高く，最終的にテスト成績が良いとい
う。すなわち，本プログラムにおいて自立した学
習者の育成に向けた学習支援を展開する際に，本
質問紙を用いることで児童の特性的な算数自己効
力感を適切に把握し，児童の算数自己効力感を向
上させるような学習支援を意識することで，児童
の学業成績の向上に繋がると考えられる。 
 続いて，学習方略の使用頻度について，7 項目
から成る 1 因子構造の算数学習方略尺度が得られ
た。一般に学習方略は，認知的方略とメタ認知的
方略に大別される (e.g., 篠ヶ谷，2012)。さらに，
認知的方略には，繰り返し書いて覚えるといった
リハーサル方略や，学習材料と自身の認知構造を
関連付ける精緻化方略，学習材料が相互に関連を
持つように情報を再構成するなどしてまとまりを
作る体制化方略が含まれるという (篠ヶ谷，2012)。
従来の学習方略研究では，使用する学習方略の種
類によって，学習成績への効果が異なることが示
唆されてきた (e.g., 堀野・市川，1997)。本研究
で検討した学習方略尺度は全ての項目が 1 因子で
まとまっており，学習方略研究で用いられている
ような下位因子に分かれなかった。これは，本研
究で用意した項目数の少なさに起因すると考えら
れる。今後は，項目を精査し，少ない項目数でも
より適切に学習方略の各側面を測定可能な尺度を
作成していく必要があるだろう。 
本研究の限界点として，質問紙の分量の多さが
挙げられる。低年齢の調査対象者に対して質問紙
調査を実施する際には，全体の項目数を押さえ，
15―20 分程度で実施可能な分量が適当であると
されている (宮下，1998)。本研究で作成した「改
訂版算数アンケート」は，学習観，自己効力感，
学習方略という 3 つの尺度を含むために項目の厳
選が必要である。本プログラムでは，スケジュー
ルの都合上 1 回あたりの支援時間は 1 時間であり，
その中で，算数テスト，面接，算数アンケートな
どを用いたアセスメントを実施することが多い。
よって，今後は実施上の留意点も考慮した「改訂
版算数アンケート」のさらなる精査が必要だろう。 
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